































































































議を任務とする第三者機関であった（ 6 ）。また，平成 7 年 4 月には，規制
緩和の実施状況を監視するため規制緩和小委員会が設けられた。これはこ
の後，行政改革推進本部規制緩和委員会（平成10年 1 月），同規制改革委
員会（改称，平成11年 4 月），総合規制改革会議（平成13年 4 月），規制改
革・民間開放推進会議（平成16年 4 月），規制改革会議（平成19年 1 月）
と続く規制緩和・改革に関する監視・審議組織の先駆けとなったものであ
る。



































































また平成16（2004）年 3 月には，「規制改革・民間開放推進 3 ヶ年計画」











































































































































































続し，平成 2 年度に約 4 万者であった事業者数は，平成12（2000）年度に















































































































































流経法学　第13巻 第 1 号
また，車庫については原則として営業所に併設されるものとされていた

































































H 5 .11 トラック車両の総重量の緩和（単車20トン→25トン，トレーラ20トン→28トン）
H 5 .12 有蓋車庫に係る規制の廃止
H 6 . 2 トラック運賃・料金の届出規制の緩和（事前届出期間の短縮，原価計算書の
添付を省略できる範囲を設定）
H 6 . 3 貨物自動車運送適正化事業実施機関の見直し
H 6 . 4 トラック事業に係る「裳」の取扱いの見直し（行政処分期間中でも増減車届可等）
H 6 . 5 道交法改正により過積載取締り強化（運転者及び使用者への罰則強化，他）
H 6 .10 行政手続法の施行に伴う審査，標準処理期間の設定　
H 6 .11 拡大営業区域の新設増加等（北東北圏，南東北圏，北陸圏，四国圏，南九州圏）
H 7 . 4 事業用自動車の貸渡し許可の廃止
H 7 . 6 車庫の原則併設を緩和（営業所から概ね 5 キロ以内に）
H 8 . 3 自動車のリースに係る規制の緩和
H 8 . 4 最低車両台数基準の引下げと営業区域の拡大
H 8 . 4 貨物自動車運送事業に係る運賃・料金規制の弾力化
H 8 . 4 拡大営業区域の拡大（京阪神圏区域，南中国圏区域）
H 9 . 3 トラック運賃・料金届出時の原価計算書等の添付書類を省略できる範囲の拡大
H 9 . 4 トラック事業者の法令違反に対する点数制度，行政処分等の基準改正及び運
行管理者資格者証の返納命令発令基準の創設
H 9 . 4 拡大営業区域の拡大（中国圏区域，九州圏区域）
H 9 . 6 貨物自動車運送事業法の独占禁止法適用除外規定（旧第16条）削除
H10. 4 拡大営業区域の拡大（関東圏区域，中部圏区域，近畿圏区域）
H11. 4 営業区域の拡大（全国を 8 の経済ブロック単位への拡大完了）
H11. 3 運賃・料金規制の緩和（原価計算書等の添付を不要とする範囲の拡大）






























に届け出なければならない」とし，また同法施行規則（52）第 9 条 3 項 4 号は，
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航空事業（平成10年 4 月 9 日），貸切バス事業（平成10年 6 月 2 日），国内
旅客船事業（平成10年 6 月11日），旅客鉄道事業（平成10年 6 月15日），乗
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て事業計画（法第 4 条第 1 項第 2 号）を提出する際に，申請書への記載及
び関係書類の添付が求められる（施行規則第 3 条第 5 号）。
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（ 1 ）　「規制緩和と行革①」（日本経済新聞　平成 6 年 7 月12日付）。
（ 2 ）　臨調・行革審の活動，成果の詳細については，臨時行政改革推進審議会監修『行
革審・全仕事』（ぎょうせい　平成 2 年 7 月），臨調・行革審OB会監修『日本を変
えた十年―臨調と行革審』（行政管理研究センター　平成 3 年12月）を参照。
（ 3 ）　日刊工業新聞特別取材班編『平岩レポート－世界に示す日本の進路』（にっかん












ションプログラムとして閣議決定されている。最初の閣議決定は平成 7 年 3 月31日





転換を目指して―』（大蔵省印刷局　平成10年 8 月） 1 頁。
（13）　同上書　84頁。
（14）　山口広文「規制改革の経緯と調査の概要」国立国会図書館調査及び法考査局編














ていた。例えば，Kenneth J. Meier “REGULATION－Politics, Bureaucracy, and 
Economics” （St. Martin’s Press 1985）pp.284～289参照。
（15）　拙稿「「貨物自動車運送事業政策の変遷（Ⅵ）」『流経法学』第12巻第 1 号（平成




独占禁止法』（第一法規　平成 5 年 6 月）168～174頁を参照されたい。
（19）　公正取引委員会事務局編『独占禁止法適用除外制度の現状と改善の方向―適用除
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（25）　公正取引委員会事務局編集『独占禁止政策五十年史（上巻）』（公正取引協会　平











会システムとしての物流の構築にむけて―』（（財）通商産業調査会　平成 4 年 4
月）参照。
（34）　高橋しま「貨物自動車運送事業法施行後の変化」『流通問題研究』（流通経済大学
流通問題研究所　平成 4 年 2 月）73頁。















（41）　昭和37年 6 月 1 日　法律第145号。
（42）　「一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業に係る許可及び事業計画変




（44）　近運貨一公示第 1 号及び近運貨二公示第 2 号（近畿運輸局長　平成 5 年12月24
日）。
（45）　「一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業に係る許可及び事業計画
変更認可等に関する処理方針について」（平成 7 年 6 月23日　中国運輸局公示第73
号）。



























（52）　平成 2 年 7 月30日　運輸省令第21号。
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年 6 月 5 日　衆議院運輸委員会における洞駿政府委員の発言）。
（55）　「民間団体等による貨物自動車運送の適正化に関する事業の推進について」（平成
2 年11月14日　貨陸第108号）参照。
































（70）　筆者の同法案に対する意見表明については，平成14年 6 月 7 日衆議院国土交通委
員会における陳述を参照されたい。
（70）　平成14年 6 月 5 日衆議院国土交通委員会における扇千景国交大臣の答弁。









ク』（全日本トラック協会　平成15年 3 月） 9 頁。
（79）　「貨物自動車運送事業の事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基
準を定める件」（国土交通省告示第1365号　平成13年 8 月20日）
（80）　貨物自動車運送事業輸送安全規則　第 9 条の 3 参照。
